
事 業 概 況 （7月分結果の概要） 

 

 保 険 給 付 

  平成 26年度労災保険業務機械処理の平成26年 7月末現在における保険給付支払総額は252,562,095千円で、前年同期

に比べて0.8％増となっている。 

保険給付支払総額の給付種類別の状況 

  保険給付支払総額を給付種類別に構成比でみると、年金等給付が124,307,166千円で49.2％と最も大きく、次いで療養

補償給付が 77,299,514 千円で 30.6％を占めている。以下、休業補償給付が 13.7％、障害補償一時金が 4.1％、遺族補償

一時金及び介護補償給付が1.0％、葬祭料が0.3％、二次健康診断等給付が0.1％を占めている。 

  保険給付支払総額を給付種類別に前年同期と比べてみると、二次健康診断等給付が18.4％増、遺族補償一時金が7.4％

増、療養補償給付が4.6％増、休業補償給付が2.9％増 葬祭料が2.2％増となっているのに対し、障害補償一時金が6.6％

減、年金等給付が1.5％減、介護補償給付が0.6％減となっている。（第１表） 

　　　　　区　分 平成25年度 25年7月末 平成26年度 26年7月末

対前年同 対前年同

 保険給付 期増減率 期増減率

千円 ％ ％ 千円 ％ ％

合 計 250,577,758 100.0 △ 0.5 252,562,095 100.0 0.8

療 養 補 償 給 付 73,926,006 29.5 1.1 77,299,514 30.6 4.6

休 業 補 償 給 付 33,512,852 13.4 △ 1.6 34,477,940 13.7 2.9

障 害 補 償 一 時 金 11,156,990 4.5 7.0 10,424,238 4.1 △ 6.6

遺 族 補 償 一 時 金 2,441,729 1.0 △ 9.8 2,621,352 1.0 7.4

葬 祭 料 749,636 0.3 △ 6.6 766,283 0.3 2.2

介 護 補 償 給 付 2,420,910 1.0 1.3 2,405,183 1.0 △ 0.6

年 金 等 給 付 126,149,713 50.3 △ 1.6 124,307,166 49.2 △ 1.5

二 次 健 康 診 断 等 給 付 219,922 0.1 △ 0.8 260,419 0.1 18.4

金　　　額 構成比 金　　　額 構成比

第 １ 表 給 付 種 類 別 保 険 給 付 支 払 状 況

 

(注 1) 本表は、機械処理データの金額である。 

(注 2) 本表の数値は、金額は百円単位、比率は小数第2位で四捨五入を行っている。 

 

保険給付支払総額の業種別の状況 

  保険給付支払総額を業種別に構成比でみると、「建設事業」が74,903,587千円で29.7％、「その他の事業」が68,716,095

千円で27.2％、「製造業」が62,861,852千円で24.9％となっている。以下、「運輸業」が10.6％、「鉱業」が4.7％、「林

業」が2.0％、「漁業」及び「船舶所有者の事業」が0.4％、「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」が0.2％となっている。 

  保険給付支払総額を業種別に前年同期と比べてみると、「船舶所有者の事業」が3.3％増、「運輸業」が3.0％増、「その

他の事業」が2.9％増、「製造業」が0.4％増となっているのに対し、「林業」が5.0％減、「鉱業」が4.4％減、「漁業」が

3.1％減、「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」が0.5％減、「建設事業」が0.2％減となっている。（第２表） 



　　　　　区　分 平成25年度 25年7月末 平成26年度 26年7月末

対前年同 対前年同

　　業　種 期増減率 期増減率

千円 ％ ％ 千円 ％ ％

全　 　業 　　種 250,577,758 100.0 △ 0.5 252,562,095 100.0 0.8

林　　  　　　業 5,319,699 2.1 △ 6.5 5,052,549 2.0 △ 5.0

漁　　　  　　業 913,572 0.4 4.6 885,304 0.4 △ 3.1

鉱　　　  　　業 12,329,235 4.9 △ 6.2 11,789,722 4.7 △ 4.4

建　 設　 事　 業 75,089,990 30.0 △ 0.6 74,903,587 29.7 △ 0.2

製　 　造　 　業 62,592,489 25.0 △ 2.7 62,861,852 24.9 0.4

運　 　輸　 　業 26,020,785 10.4 1.5 26,805,640 10.6 3.0
電気、ガス、水道

又は熱供給の事業
623,199 0.2 27.0 620,295 0.2 △ 0.5

そ の 他 の 事業 66,791,067 26.7 2.3 68,716,095 27.2 2.9

船舶所有者の事業 897,723 0.4 5.3 927,052 0.4 3.3

第 ２ 表 業 種 別 保 険 給 付 支 払 状 況

金　　　額 構成比 金　　　額 構成比

 

(注 1) 本表は、機械処理データの金額である。 

(注 2) 本表の数値は、金額は百円単位、比率は小数第2位で四捨五入を行っている。 

 

年金等給付支払総額の業種別の状況 

  年金等給付支払総額を給付種類別に構成比でみると、遺族補償年金が 66,007,227 千円で 53.1％と最も大きく、次いで

障害補償年金が46,632,098千円で37.5％、傷病補償年金が11,667,840千円で9.4％を占めている。 

  年金等給付支払総額を業種別に構成比でみると、「建設事業」が41,665,584千円で33.5％、「製造業」が35,718,772千

円で28.7％、「その他の事業」が22,457,359千円で18.1％となっている。以下、「運輸業」が10.4％、「鉱業」が6.5％、

「林業」が2.0％、「漁業」が0.5％、「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」が0.3％、「船舶所有者の事業」が0.1％とな

っている。（第３表） 

平成26年度　26年7月末現在

　　　　 区　分 障 害 補 償 遺 族 補 償 傷 病 補 償 合      計

 業　種 年       金 年       金 年       金 （年金等給付）

千円 千円 千円 千円 ％

全　 　業 　　種 46,632,098 66,007,227 11,667,840 124,307,166 100.0

林　　  　　　業 722,355 1,624,470 132,400 2,479,225 2.0

漁　　　  　　業 136,299 418,549 14,843 569,691 0.5

鉱　　　  　　業 739,360 5,160,110 2,145,872 8,045,342 6.5

建　 設　 事　 業 13,468,703 23,819,360 4,377,522 41,665,584 33.5

製　 　造　 　業 17,891,648 15,627,217 2,199,908 35,718,772 28.7

運　 　輸　 　業 4,747,961 7,399,210 767,634 12,914,806 10.4

電気、ガス、水道

又は熱供給の事業
82,620 232,545 24,542 339,707 0.3

そ の 他 の 事業 8,825,007 11,637,670 1,994,683 22,457,359 18.1

船舶所有者の事業 18,145 88,098 10,436 116,679 0.1

構　成　比 37.5% 53.1% 9.4% 100.0% －

構成比

第 ３ 表 業 種 別 年 金 等 給 付 支 払 状 況

 

(注 1) 「傷病補償年金」は、傷病補償年金受給者に係る療養の給付及び療養の費用を含む。 

(注 2) 本表は、機械処理データの金額である。 

(注 3) 本表の数値は、金額は百円単位、比率は小数第2位で四捨五入を行っている。 

 

 



保 険 料 

 

  平成 26年度労災保険業務機械処理の平成26年 7月末現在における保険料徴収決定済額は445,211,962千円で、前年同

期に比べて3.4％減となっている。保険料収納済額は269,520,058千円で、前年同期に比べて7.5％増となっている。また、

収納率についてみると60.5％となっており、前年同期に比べて6.1ポイント上回っている。 

  保険料徴収決定済額を業種別に構成比でみると、「その他の事業」が184,901,204千円で41.5％と最も大きく、次いで、

「建設事業」が120,535,526千円で27.1％、「製造業」が88,414,337千円で19.9％を占めている。以下、「運輸業」が8.5％、

「船舶所有者の事業」が1.6％、「林業」が0.6％、「鉱業」が0.4％、「漁業」及び「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」

が0.2％となっている。（第４表） 

区　分

平成25年度 平成26年度 平成25年度 平成26年度 平成25年度平成26年度

業　種 25年7月末 26年7月末 25年7月末 26年7月末 25年7月末 26年7月末

千円 千円 ％ ％ 千円 千円 ％ ％ ％ ％

全　 　業 　　種 461,120,142 445,211,962 100.0 △ 3.4 250,808,079 269,520,058 100.0 7.5 54.4 60.5

林　　  　　　業 2,960,519 2,746,281 0.6 △ 7.2 1,492,113 1,605,172 0.6 7.6 50.4 58.4

漁　　　  　　業 1,298,547 974,740 0.2 △ 24.9 646,445 682,059 0.3 5.5 49.8 70.0

鉱　　　  　　業 2,303,738 1,980,793 0.4 △ 14.0 791,459 792,718 0.3 0.2 34.4 40.0

建　 設　 事　 業 110,171,237 120,535,526 27.1 9.4 54,746,918 62,769,369 23.3 14.7 49.7 52.1

製　 　造　 　業 98,169,415 88,414,337 19.9 △ 9.9 42,992,619 45,000,014 16.7 4.7 43.8 50.9

運　 　輸　 　業 37,484,558 37,883,977 8.5 1.1 17,803,918 19,035,308 7.1 6.9 47.5 50.2

電気、ガス、水道

又は熱供給の事業
1,008,033 709,697 0.2 △ 29.6 739,174 735,251 0.3 △ 0.5 73.3 103.6

そ の 他 の 事業 199,507,131 184,901,204 41.5 △ 7.3 126,858,278 134,523,765 49.9 6.0 63.6 72.8

船舶所有者の事業 8,216,964 7,065,408 1.6 △ 14.0 4,737,154 4,376,401 1.6 △ 7.6 57.7 61.9

収　納　率

構 成 比

対 前 年
同 期

増 減 率

構 成 比

対 前 年
同 期

増 減 率

第 ４ 表 業 種 別 保 険 料 徴 収 状 況

保 険 料 徴 収 決 定 済 額 保 険 料 収 納 済 額

 

(注 1) 本表は、機械処理データの金額である。 

(注 2) 本表の数値は、金額は百円単位、比率は小数第2位で四捨五入を行っている。 

 


